
（平成２４年２月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認富山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

富山厚生年金 事案 858 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間①の標準報酬

月額に係る記録を 53 万円、申立期間②の標準報酬月額に係る記録を 59 万円

に訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨   

  申 立 期 間 ： ① 平成５年４月１日から６年７月１日まで 

           ② 平成 11年７月１日から同年 10月 21日まで 

    昭和 63 年６月１日から平成 11 年 10 月 20 日までＡ社Ｂ事業所及び同社

Ｃ事業所に勤務していたが、同社からは、確認申立書に添付した給料支払

明細書及び源泉徴収票のとおり、70万円以上の給料をもらっていた。 

しかし、オンライン記録の標準報酬月額は、平成５年４月から６年６月

までが 28 万円、11 年７月から同年９月までが 30 万円となっているので、

給料支給額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間①について、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、

当初、平成５年４月から同年11月まで53万円と記録されていたところ、同年

12月13日付けで、同年４月１日まで遡及して28万円に減額訂正されているこ

とが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社における被保険者全員（６人）につ

いても、申立人と同様に平成５年12月13日付けで、標準報酬月額の記録が同

年４月まで遡及して減額訂正されていることが確認できる。 

しかし、申立人から提出された給料支払明細書（平成５年６月から同年９

月まで）及び平成５年分及び６年分の給与所得の源泉徴収票により、申立人

は、当該期間において当該遡及訂正前の標準報酬月額（53万円）に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが推認できる。 



                      

  

また、申立人と同様に標準報酬月額を減額訂正されている元同僚（４人）

は、「社長や事務担当者等から、遡及して標準報酬月額を引き下げる説明は

無かった。また、当時は、バブルがはじけ急速に仕事が減った。業績の悪化

により２、３か月の給与遅配があった。」と証言している上、そのうち１人

は「社会保険事務所から頻繁に電話があった。保険料滞納の電話だったと思

う。」と証言していることから、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険

料の滞納があった可能性がうかがえる。   

申立期間②について、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、

当初、申立人が主張する59万円と記録されていたところ、申立人のＡ社にお

ける厚生年金保険被保険者資格喪失日である平成11年10月21日より後の同年

11月30日付けで、同年７月１日まで遡及して30万円に減額訂正されているこ

とが確認できる。 

  また、オンライン記録によると、Ａ社における複数の元同僚（５人）につ

いても、申立人と同様に平成11年11月30日付けで、標準報酬月額の記録が同

年７月まで遡及して減額訂正されていることが確認できる。 

しかし、申立人から提出された平成11年分の給与所得の源泉徴収票により、

申立人は、当該期間において当該遡及訂正前の標準報酬月額（59万円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが推認でき

る。 

また、申立人は、「業績が悪化したことにより、１か月から３か月程度の

給与遅配や事務所の家賃の滞納があった。」としているところ、申立人と同

様に標準報酬月額を減額訂正されている元同僚（２人）は、「申立期間当時、

会社の業績は悪化していた。」と証言している上、そのうち１人は「２か月

から３か月の給与遅配があった。この頃にも社会保険事務所から多い時は月

に２、３回電話を受け、部長や社長に取り次いだことを覚えている。この時

も保険料滞納の電話だったと思う。」と証言していることから、申立期間当

時、Ａ社において厚生年金保険料の滞納があった可能性がうかがえる。 

申立期間①及び②について、申立人は、平成６年１月＊日からＡ社の取締

役に就任しているが、同社の元事業主及び事務担当者は、いずれも死亡して

いるため確認できないものの、当時の元同僚は、「Ａ社では、本社で一切の

事務を処理しており、各地の事業所には処理が任されていなかった。申立人

は、経理及び社会保険の事務関係に関与しておらず、事務担当の取締役でも

なかった。」と証言していることから、申立人は、当該事業所の社会保険事

務について権限を有する立場ではなかったものと判断される。 

  これらを総合的に判断すると、平成５年12月13日付け及び11年11月30日付

けで行われた遡及訂正処理は、事実に即したものとは考え難く、申立人につ



                      

  

いて標準報酬月額を遡って減額処理する合理的な理由は無いことから、当該

減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められない。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立期間①は53万円、申

立期間②は59万円に訂正することが必要である。 

 



                      

  

富山国民年金 事案 242（事案 199の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年４月から７年１月までの期間、９年９月から 10 年２月ま

での期間及び 13 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年４月から７年１月まで 

             ② 平成９年９月から 10年２月まで 

             ③ 平成 13年３月 

オンライン記録では、申立期間①、②及び③の国民年金保険料が未納と

なっているが、社会保険事務所（当時）の職員が集金に来た際に支払った

記憶があるので、保険料を納付したことを認めてほしい。 

平成 23 年４月 20 日付けで申立期間について年金記録の訂正は必要ない

とする通知を受け取ったが、その後、新たな事情として、申立期間当時の

状況を証言できる者がいるので、再審議してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間①及び②に係る申立てについては、オンライン記録によると、当

該期間の記録は平成 13 年２月２日に追加登録されたものであることが確認で

きることから、当時は未加入期間であったと考えられること、申立人に対し

て別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらないこと、申立期間②について、加入手続を行ったと思うとしてい

るその母親は、加入手続を行った時期及び場所等について覚えていないとし

ており、当時の状況は不明であること、申立期間③に係る申立てについては、

９年１月に基礎年金番号が導入されたことに伴い、基礎年金番号に統合され

ていない記録（未統合記録）が生ずる可能性は極めて低く、申立期間の国民

年金保険料の納付についての記録漏れ又は記録誤り等がなされたとは考え難

いこと、申立期間に「社会保険事務所の職員が集金に来た際に支払ったと思

う。」としているのみで納付時期、領収書等については覚えていないと回答

していることなどから、既に当委員会の決定に基づき 23 年４月 20 日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 



                      

  

申立人は、新たな事情として、国民年金保険料の納付についての証言者の

氏名を提示したが、当該証言者から聴取しても、申立人が、申立期間①、②

及び③の保険料を納めていたことを示す具体的な証言を得ることはできない

上、ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



                      

  

富山国民年金 事案 243 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年 10 月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年 10月 

Ａ社を退職後、Ｂ市役所窓口で平成６年 10 月の国民年金保険料を納めた

にもかかわらず未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間に係る国民年金保険料は、Ｂ市役所の窓口で納付書

を使用せず現金で納め、領収書は発行されなかった。」と供述しているとこ

ろ、Ｂ市は、「申立期間当時、窓口では現金による納付の取扱いをしておら

ず、金融機関による納付の案内をしていた。また、納付書を使用しない納付

は考えられず、納付の際には領収書を発行していた。」と回答しており、申

立人の主張と相違する。 

また、オンライン記録及びＢ市の国民年金被保険者カードにより、申立人

は、申立期間当時、国民年金第３号被保険者として記録されていたこと、及

び申立期間の記録は平成９年１月に国民年金第１号被保険者として追加登録

されていることが確認できる上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡も見当たらないことから、申立人は、申立期間当時、国民年金

第１号被保険者として当該期間の国民年金保険料を納付することはできなか

ったと考えられる。 

さらに、申立期間の記録が追加登録された時点を基準とすると、当該期間

の国民年金保険料は、時効により納付することはできない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを確認で

きる関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付をうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

富山国民年金 事案 244 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年３月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年３月から 50年３月まで 

私が 20 歳になった昭和 43 年＊月に父親がＡ町(現在は、Ｂ市)役場で国

民年金の加入手続を行い、それ以後、同町役場の窓口で同じ職員に国民年

金保険料を毎月渡していたと父親から聞いている。 

昭和 50 年 11 月に私が就職する際、国民年金から厚生年金保険に切り替

えるために私の国民年金手帳についてＡ町役場に照会したところ、申立期

間が未納である上、当該手帳も無い旨回答があった。そこで、父親が当該

回答について事情を聴いたところ、上記の職員は謝罪の言葉を繰り返し、

その上司二人も当該職員が長期間にわたり国民年金保険料を受け取ってい

たと認めていたことなども覚えているので、申立期間の記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付

に直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の父親は、既に亡くな

っており、申立人の申立期間に係る加入手続及び保険料の納付状況の詳細は

不明である上、申立期間は７年１か月と長期間である。 

また、申立人は、「父親がＡ町役場の職員に申立期間の国民年金保険料を

毎月渡していた。」としているものの、申立人の国民年金手帳記号番号は、

国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 50 年 11 月頃に払い出されたと推

認できる上、これ以前に申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡は見当たらないことから、この頃に初めて申立人の国民年金の加入

手続が行われ、その際に資格取得日を 43 年＊月＊日とする事務処理が行われ

たものとみられ、これは、Ａ町の国民年金被保険者カードの記録と一致して

いる。申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点では、申立期間の

うち、43 年３月から 48 年９月までの国民年金保険料は、時効により納付す



                      

  

ることはできなかったと考えられる。 

さらに、前述の国民年金手帳記号番号が払い出された時点を基準とすると、

申立期間のうち、昭和 48 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料は過年

度納付が可能であるところ、申立人は、「父親がＡ町役場で国民年金の加入

手続を行った際、３年間分の保険料を納めなければならないが、２年間分の

保険料はどちらでもよいと言われたので、１年間分ほどをまとめて納めたと

父親から聞いたことがある。」と供述しているものの、Ｂ市は、「Ａ町役場

において過年度納付することはできなかった。」と回答しており、当該期間

の保険料が遡って納付された事情はうかがえない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを確認

できる関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付をうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

富山厚生年金 事案 859 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 45 年７月 22 日から 46 年３月 20 日まで 

             ② 昭和 50 年７月 25 日から 51 年５月９日まで 

昭和 45 年７月に友人が勤めていたＡ社（後に、Ｂ社）に入社し、46

年３月まで勤務し、その後、50 年７月に同社に再び入社し、51 年５月

まで勤務したが、いずれの期間も厚生年金保険の被保険者となっていな

い。 

いずれの期間も勤務していたのは確かであり、厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、複数の同僚の証言から、それぞれの期間を

特定することはできないものの、申立人がＡ社において二度勤務したこと

は推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は、既に廃業している上、当時の事業主は、賃金台

帳等の資料を保管していないと回答しており、申立人の勤務した期間及び

厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、当時のＡ社の給与担当者及び申立期間に同社に係る厚生年金保険

被保険者期間がある同僚に照会したものの、当時の同社における厚生年金

保険の取扱いについて証言が得られない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間

①及び②において申立人の氏名は無く、整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 



                      

  

富山厚生年金 事案 860 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年８月１日から 36年１月１日まで 
 

日本年金機構から送られてきた「厚生年金加入記録のお知らせ」を見る

と、申立期間の標準報酬月額が下がっている。 

しかし、Ａ社に入社してから退職するまで、同社Ｂ支店に勤務していた

申立期間を含めて給料が下がった覚えは無いので、申立期間を正しい標準

報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、賃金台帳等を保管していないため申立期間当時の状況が不明と回

答しており、申立期間に係る申立人の給与支給額及び厚生年金保険料控除額

等について確認できない。 

また、オンライン記録により、申立人が名前を挙げた同期入社の同僚男性

17 人の標準報酬月額を見ると、昭和 35 年１月から 36 年 12 月までの２年間

において標準報酬月額が引き下げられている期間のある者が 12 人いる上、申

立期間においてＡ社Ｂ支店の厚生年金保険被保険者記録がある同僚男性 11 人

の標準報酬月額を見ると、標準報酬月額が引き下げられている者が５人確認

できるなど、申立人と同様の取扱いとなっている状況が見られる。 

加えて、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認して

も、申立人の標準報酬月額が遡って訂正された形跡は見られない。 

このほか、申立期間において、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

 


